
 

令和８年度大磯町任期付職員 

採用試験案内 

 

～ 採用試験申込上の注意 ～ 

 

よく読んでから「電子メール」にて応募してください。 

 
１ 令和８年５月１日現在の内容で記入してください。 

２ すべての年月日は、和暦（例：平成○○年○月）で記入してください。 

３ 複数の募集職種に申込みをすることはできません。 

  ※ ただし、同一期間に募集の「育児休業代替任期付職員（保健師・保育士）」への応募は可能

です。 

４ 住所欄について 

(1) 現住所は、現在居住している場所を記入してください。試験に関する連絡は電子メール等で

行いますが、特に重要な連絡はこの住所宛てにします。 

(2) 送付先は、選考結果等の送付先として特に希望する場合のみ記入してください。 

５ 学歴欄について 

(1) 中学校以降の学歴を古い順からすべて記入してください。 

(2) 学校名、学部・学科名は、正確に記入してください。 

(3) 所在地は、都道府県・市区町村名のみ（住所ではありません）を記入してください。 

６ 職歴欄は、古いものから順に正確に記入してください。また、アルバイトについても記入して

ください。 

７ 資格・免許の欄について 

(1) 普通自動車運転免許は、取得の有無を選択してください。 

(2) 取得見込みのものも含めて記入してください。 

(3) 資格を必要とする職種の人は、当該資格の取得状況を必ず記入してください。 

 

記入漏れや誤りがないか、最後にもう一度確認してから申し込んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

●〇● 注意事項 ●〇● 

提出いただいた書類により「書類審査」を実施します。上記「申込上の注意」が守られていない

等の不備がある場合には電子メールで返却します。このために生じた申込みの遅延については、

一切責任を負いませんので御注意ください。ただし、申込期間内に再度提出された申請は、再度

書類審査を行い、不備等がなければ受付を行います。 
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令和８年度大磯町任期付職員 採用試験案内 
 

採用日 令和８年６月１日採用予定 

受験区分 任期付短時間勤務職員 子ども家庭支援員 

申込期間 令和８年４月９日（木）～令和８年４月30日（木） 

 

 

１ 募集内容 

（1） 職種、採用予定人数、主な業務内容、勤務形態 

募集職種 採用予定人数 業務内容 資格等要件 勤務形態 

任期付短時間勤務職員 

（子ども家庭支援員） 
若干名 

子ども家庭センタ 

ーにおける児童福 

祉業務 

子ども家庭支援員の資格等を有 

し（４ページ参照）、虐待対応等

の業務経験を有する人 

短時間勤務 

(週31時間00分) 

 ※勤務形態は、採用されるまでに条例等の改正が行われた場合には、変更する場合があります。 

  ※いずれも土、日、祝日の出勤や時間外勤務等も有り。 

  ※勤務先は、原則として大磯町役場本庁舎又は町内の公共施設を予定しています。 

 

（2） 任用期間 

   令和８年６月１日～令和９年３月31日 

    （ただし、任用期間満了の翌日から最長で２年間延長となる場合もあります。） 

 

（3） 受験資格 

  次の１から５のすべての要件を満たす人 

１ 学校教育法で定める高等学校卒業以上で、平成 17年４月１日以前に出生した人 

２ 業務の状況等に応じた土、日、祝日の出勤や時間外勤務が可能な人 

３ パソコンの基本操作（文書作成や表計算処理など）ができる人 

４ 職務遂行が可能な人 

５ （１）に記載した資格等要件欄の項目を満たす人 

 

 

（４） 受験資格がない人 

次のア～エのいずれか（地方公務員法第 16 条（欠格条項）に定める項目）に該当する人は受験で

きません。 

  ア 拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの人 

  イ 大磯町職員として懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない人 

  ウ 人事委員会又は公平委員会の委員の職にあって、地方公務員法第 60 条から第 63 条までに規定す

る罪を犯し、刑に処せられた人 

  エ 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを

主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した人 
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２ 試験方法等 

（1）一次選考試験 

ⅰ）試験方法 ： 小論文試験 

ⅱ）内  容 ： 申込時に提出された小論文（別紙「小論文課題原稿用紙」を使用して、 

800字以上1,200字以内で論述してください。）の内容に基づき、職務 

遂行能力、適正、意欲、姿勢等について審査します。 

  ⅲ）課  題 

応募職種 小論文テーマ 

任期付短時間勤務職員 

（子ども家庭支援員） 

「子育て支援について」 
 こどもまんなか社会の実現に向けて、子どもやその親に対してどのよ
う な支援を行いたいか、あなたの考えを述べてください。 

 

ⅳ）結果発表 ： 令和８年５月上旬（予定） 

※合否については、応募者全員に電子メールで通知します。 

 

（2）最終選考試験（一次選考試験合格者に対して実施します。） 

ⅰ）試験方法 ： 個人面接 

ⅱ）内  容 ： 職務遂行能力、適正、意欲・姿勢、公務員としての素養等について、個人面接

により審査します。 

ⅲ）実施日時 ： 令和８年５月上旬（予定）※詳細は一次選考試験合格者に通知します。 

ⅳ）結果発表 ： 令和８年５月中旬（予定） 

※合否については、最終選考試験受験者全員に電子メールで通知します。 

※電話による合否の問い合わせは、お断りします。 

※受験者数が採用予定人数以下であっても、試験の成績によっては合格としないことがあります。 

※受験資格がないこと、また、申込書類の記載事項及び面接時における発言等に虚偽があること、 

公務員として不適切なことなどが判明した場合は、合格を取り消すことがあります。 

 

３ 申込手続き受付期間及び申込方法等 

受付期間 
令和８年４月９日（木）～令和８年４月30日（木） 

※電子メールのみ 

提出書類 

（電子メールで提出） 

１ 大磯町職員採用試験申込書 

２ 小論文 

３ 証明写真（縦：横＝４：３の比率のもの、受付可能データ形式：jpg,png） 

申込方法 

○電子メールのみ（郵送、持参は不可） 

○提出書類に不備がある場合には電子メールで返送することがありますが、このた

めに生じた申込みの遅延については、一切責任を負いませんので御注意ください。 

【提出先】 

soumu7@town.oiso.kanagawa.jp 

 ※申込時は、最終学校卒業証明書等の添付は不要ですが、最終選考試験合格後に御提出いただきます。（提

出書類、期限等については、合格者に別途通知します。）各証明書が提出できなかった場合は採用されま

せん。 
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４ 採用 

（1） 原則として令和８年６月１日を予定しています。 

（2） 採用後、６か月間は、すべて条件付採用となります。その職務を良好な成績で遂行したときに正

式採用となります。 

 

５ 勤務条件等 （関係条例等の改正が行われた場合は、変更する場合があります。） 

（1）初任給（令和８年４月１日現在） 

職種 
給料月額（地域手当を含む。） 

大学卒 短大卒 高校卒 

⑦任期付短時間勤務職員（子ども家庭支援員） 245,324円 

  ※ 全職種について、上記給料月額のほかに通勤手当、期末手当、勤勉手当、時間外勤務手当等が 

それぞれの支給条件に応じて支給されます。 

  

（2）その他：大磯町職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び規則によります。 

    【勤務時間】週31 時間勤務となるように配属先により決定します。 

【出 勤 日】原則として月曜日から金曜日までですが、業務の状況等に応じ、土曜日、日曜日 

及び祝日に出勤となることもあります。 

【休 暇 等】正規の職員の例によります。 

 

６ その他 

（1）申込受付後は、採用試験申込書等の書類は一切お返ししません。なお、提出書類等により取得 

した個人情報については、職員採用試験以外の目的には一切使用いたしません。 

（2）試験会場への、自家用車での来場は御遠慮ください。 

 

７ 任期付職員のＱ＆Ａ 

 

 

８ 試験に関する問合せ先 

大磯町役場 政策総務部 総務課総務法制係    

住 所 〒255-8555 大磯町東小磯183番地 

電 話 0463-61-4100（代表）内線210 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ 任期付職員として勤務した後に正規の職員に採用されることはありますか。 

Ａ 推薦により正規の職員として採用される制度はありません。正規の職員となるには「職員採用

試験」を受験していただきます。ただし、任期付職員として勤務しながら、職員採用試験を受験

することは可能です。 

 

Ｑ 社会保険制度の加入はどうなりますか。 

Ａ 神奈川県市町村職員共済組合に加入していただきます。 



- 4 - 

参考「子ども家庭支援員」の資格等 

  

（1） 児童虐待を受けた児童の保護その他児童の福祉に関する専門的な対応を要する事項について、児

童及びその保護者に対する知識及び必要な指導等を通じて的確な支援を実施できる十分な知識及び

技術を有 する者として内閣府令で定めるもの 

（2） 都道府県知事の指定する児童福祉司若しくは児童福祉施設の職員を養成する学校その他の施設を

卒業し、又は都道府県知事の指定する講習会の課程を修了した者 

（3） 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）に基づく大学又は旧大学令（大正７年勅令第 388 号）

に基づく大学において、心理学、教育学若しくは社会学を専修する学科又はこれらに相当する課程

を修めて卒業した者であって、厚生労働省令で定める施設において１年以上児童その他の者の福祉

に関する相談に応じ、助言、指導その他の援助を行う業務（以下「相談援助業務」という。）に従事

したもの 

（4） 医師 

（5） 社会福祉士 

（6） 精神保健福祉士 

（7） 公認心理師 

（8） 社会福祉主事として２年以上児童福祉事業に従事した者であって、厚生労働大臣が定める講習会

の課程を修了したもの 

（9） 学校教育法による大学において、心理学、教育学若しくは社会学を専修する学科又はこれらに相

当する課程において優秀な成績で単位を修得したことにより、同法第 102 条第２項の規定により

大学院への入学を認められた者であって、指定施設において１年以上相談援助業務に従事したもの 

（10）学校教育法による大学院において、心理学、教育学若しくは社会学を専攻する研究科又はこれら

に相当する課程を修めて卒業した者であって、指定施設において１年以上相談援助業務に従事した

もの 

（11）外国の大学において、心理学、教育学若しくは社会学を専修する学科又はこれらに相当する課程

を修めて卒業した者であって、指定施設において１年以上相談援助業務に従事したもの 

（12）社会福祉士となる資格を有する者（（5）に規定する者を除く。） 

（13）精神保健福祉士となる資格を有する者（（6）に規定する者を除く。） 

（14）保健師 

（15）助産師 

（16）看護師 

（17）保育士 

（18）教育職員免許法（昭和 24 年法律第 147 号）に規定する普通免許状を有する者 

（19）社会福祉主事たる資格を得た後の次に掲げる期間の合計が２年以上である者であって、厚生労働

大臣が定める講習会の課程を修了したもの 

① 社会福祉主事として児童福祉事業に従事した期間 

② 児童相談所の所員として勤務した期間 

（20）社会福祉主事たる資格を得た後３年以上児童福祉事業に従事した者（（19）に規定する者を除く。） 

（21）児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和 23 年厚生省令第 63 号）第 21 条第６項

に規定する児童指導員 

 

 


